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  １ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。 
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第158期 

第１四半期 
連結累計期間 

第159期 
第１四半期 

連結累計期間 
第158期 

会計期間 
自 平成28年１月１日 
至 平成28年３月31日 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年３月31日 

自 平成28年１月１日 
至 平成28年12月31日 

売上高 （百万円） 5,586 5,727 22,903 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 131 △50 △570 

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△） 

（百万円） 159 △112 △5,413 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △467 △107 △5,226 

純資産額 （百万円） 35,527 30,117 30,810 

総資産額 （百万円） 57,890 52,878 53,895 

１株当たり四半期純利益金額又は 

１株当たり四半期（当期）純損失金

額（△） 

（円） 1.44 △1.01 △48.81 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 52.5 46.9 47.2 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容に重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

 

(1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、ＩＴ産業の復調による輸出増や鉱工業の生産

増を中心として、緩やかな回復傾向となりました。雇用情勢や所得情勢は堅調を維持しております

が、物価上昇の懸念等もあり個人消費の伸びは緩やかなものに留まりました。 

また、世界経済は、米国では内外需の回復を背景に、設備投資は持ち直し、雇用情勢も良好に推

移しました。しかし、米国新政権下での経済政策の動向等、不透明な要素も大きく、今後の景気へ

の影響が懸念されます。欧州でも、景気は回復傾向となり、アジアでは、中国経済の減速は下げ止

まりを見せたものの低調に推移しました。 

このような状況の中、当社グループを取り巻く事業環境は、昨年から引き続き厳しい状況で推移

しました。損益改善に向け、新体制の下、セグメント別事業の最適化、品質向上と原価低減、新技

術・次世代製品の開発強化等にグループ一丸となって取組んでまいりました。 

しかし、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高57億2千7百万円（前年同四半期比2.5％

増）、営業損失6千1百万円（前年同四半期は営業利益1億6千万円）、経常損失5千万円（前年同四半

期は経常利益1億3千1百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失1億1千2百万円（前年同四半期

は親会社株主に帰属する四半期純利益1億5千9百万円）と増収ながら減益となりました。 

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

 

（炭素製品関連） 

電極部門は、国内については電炉業界の生産量は緩やかな増加傾向にあるものの、需要は未だ

力強いとは言い難く、海外についても近年下落傾向にあった価格が、前期はさらに厳しいものと

なり、当期にも引き続き影響を及ぼしました。生産調整や低価格品の販売抑制により、この苦境

に対処してまいりましたが、回復には今しばらくの時間を要する見込みです。化学構造材料用不

浸透黒鉛レスボンにつきましては、堅調に推移しました。 

ファインカーボン部門は、炭素繊維および特殊炭素材料については、半導体市場の回復もあ

り、売上が伸長しました。また、リチウムイオン電池負極材は、車載向けを中心に堅調に推移し

ました。 

この結果、売上高は52億7千9百万円（前年同四半期比3.9％増）と増収ながら、セグメント損失

（営業損失）は1億6千4百万円（前年同四半期は営業利益7千3百万円）と損失計上となりました。 

 

（炭化けい素製品関連） 

炭化けい素繊維の販売は計画通り推移しており、第２工場の本稼働に向けた試験操業も順調に

進展しております。 

売上高は2億1千7百万円（前年同四半期比25.3％減）となり、セグメント損失（営業損失）は7

百万円（前年同四半期は営業損失4百万円）となりました。 
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（その他） 

その他の事業は、産業用機械の製造・販売が増加しました。 

その結果、売上高は2億2千9百万円（前年同四半期比7.0％増）、セグメント利益（営業利益）

は5千3百万円（前年同四半期比53.1%増）と増収増益となりました。 

 

(2）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間における総資産は、528億7千8百万円となり、前連結会計年度末に比べ

10億1千7百万円の減少となりました。流動資産は、現金及び預金の増加5億7百万円がありました

が、流動資産のその他で表示している未収入金の減少6億2千万円、棚卸資産の減少6億1千7百万円及

び売上債権の減少1億9千1百万円により、294億3千4百万円と前連結会計年度末に比べ9億6千6百万円

の減少となりました。固定資産は、長期繰延税金資産の増加7千万円がありましたが、有形固定資産

の減価償却の進捗等による減少1億2千8百万円等があり、234億4千3百万円と前連結会計年度末に比

べ5千1百万円の減少となりました。 

負債は、227億6千万円となり、前連結会計年度末に比べ3億2千4百万円の減少となりました。流動

負債は、流動負債のその他で表示している短期未払金の増加2億6千2百万円がありましたが、設備関

係の債務の減少5億3千5百万円及び未払法人税等の減少8千2百万円により、127億8千3百万円と前連

結会計年度末に比べ4億5百万円の減少となりました。固定負債は、長期繰延税金負債の増加1億1千9

百万円等により、前連結会計年度末に比べ8千1百万円増加し、99億7千6百万円となりました。 

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純損失1億1千2百万円および配当金の支払5億5千4百万円

等により、301億1千7百万円と前連結会計年度末に比べ6億9千3百万円の減少となりました。 

 

(3）研究開発活動 

当社グループの当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は8千8百万円（全額炭素製

品関連セグメント）であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

（注）平成29年３月29日開催の定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。これにより、株

式併合の効力発生日（平成29年７月１日）をもって、発行可能株式総数が40,000,000株となります。

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成29年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成29年５月10日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 118,325,045 118,325,045 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式。 

単元株式数1,000株。 

計 118,325,045 118,325,045 － － 

（注）平成29年３月29日開催の定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。これにより、株

式併合の効力発生日（平成29年７月１日）をもって、発行済株式数が118,325,045株から11,832,504株に、単元株

式数が1,000株から100株に変更となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成29年１月１日～ 

平成29年３月31日 
－ 118,325,045 － 7,402 － 1,851 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年12月31日）に基づ

く株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  7,419,000 
－ 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 110,379,000 110,379 同上 

単元未満株式 普通株式   527,045 － 同上 

発行済株式総数 118,325,045 － － 

総株主の議決権 － 110,379 － 

（注）１．単元未満株式には、当社所有の自己株式440株が含まれております。 

２．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有

していない株式が１千株（議決権１個）含まれております。 

３．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15千株（議決権15個）含ま

れております。 

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 

日本カーボン株式会社 

東京都中央区京橋 

２－14－１ 
7,419,000 － 7,419,000 6.27 

計 － 7,419,000 － 7,419,000 6.27 

（注） 「自己名義所有株式数」のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が

１千株あります。 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29

年１月１日から平成29年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成

29年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,553 11,060 

受取手形及び売掛金 ※ 6,991 6,800 

商品及び製品 5,852 5,407 

仕掛品 3,761 3,604 

原材料及び貯蔵品 1,757 1,742 

その他 1,487 820 

貸倒引当金 △4 △1 

流動資産合計 30,400 29,434 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 14,249 14,292 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,037 △9,109 

建物及び構築物（純額） 5,212 5,182 

機械及び装置 38,444 38,911 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △35,835 △36,090 

機械及び装置（純額） 2,609 2,821 

車両運搬具及び工具器具備品 2,803 2,827 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,575 △2,593 

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 228 233 

土地 3,514 3,518 

建設仮勘定 3,925 3,606 

有形固定資産合計 15,490 15,362 

無形固定資産 152 143 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,904 5,948 

長期貸付金 38 28 

繰延税金資産 297 367 

その他 1,647 1,628 

貸倒引当金 △36 △36 

投資その他の資産合計 7,851 7,937 

固定資産合計 23,495 23,443 

資産合計 53,895 52,878 
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    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※ 3,124 3,056 

短期借入金 7,843 7,827 

未払法人税等 177 95 

賞与引当金 111 191 

役員賞与引当金 13 13 

その他 ※ 1,919 1,600 

流動負債合計 13,189 12,783 

固定負債    

長期借入金 7,095 7,080 

繰延税金負債 915 1,035 

退職給付に係る負債 1,256 1,237 

役員退職慰労引当金 80 80 

環境対策引当金 22 22 

資産除去債務 73 73 

その他 450 447 

固定負債合計 9,895 9,976 

負債合計 23,085 22,760 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,402 7,402 

資本剰余金 7,800 7,800 

利益剰余金 10,226 9,570 

自己株式 △1,825 △1,826 

株主資本合計 23,604 22,947 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,904 1,961 

為替換算調整勘定 16 △14 

退職給付に係る調整累計額 △87 △101 

その他の包括利益累計額合計 1,833 1,845 

非支配株主持分 5,372 5,324 

純資産合計 30,810 30,117 

負債純資産合計 53,895 52,878 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年３月31日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年３月31日) 

売上高 5,586 5,727 

売上原価 4,598 4,909 

売上総利益 987 818 

販売費及び一般管理費 826 879 

営業利益又は営業損失（△） 160 △61 

営業外収益    

受取賃貸料 5 5 

為替差益 - 26 

その他 17 52 

営業外収益合計 23 84 

営業外費用    

支払利息 21 21 

為替差損 21 - 

持分法による投資損失 0 47 

その他 9 4 

営業外費用合計 52 73 

経常利益又は経常損失（△） 131 △50 

特別利益    

受取補償金 180 - 

特別利益合計 180 - 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
311 △50 

法人税、住民税及び事業税 109 38 

法人税等調整額 41 14 

法人税等合計 151 52 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 160 △102 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 10 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
159 △112 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年３月31日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年３月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 160 △102 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △629 59 

為替換算調整勘定 △0 △51 

退職給付に係る調整額 2 △13 

その他の包括利益合計 △627 △5 

四半期包括利益 △467 △107 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △470 △99 

非支配株主に係る四半期包括利益 3 △7 
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。 

 

（単元株式数の変更及び株式併合等） 

平成29年３月29日開催の定時株主総会において、平成29年７月１日を効力発生日とする株式

併合（10株を１株に併合）、単元株式数の変更（1,000株を100株に変更）及び発行可能株式総

数の変更（400,000,000株を40,000,000株に変更）について承認可決されました。これにより、

当社の発行済株式数は118,325,045株から11,832,504株となる見込みであります。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、

連結会計年度末残高に含まれております。 

 
前連結会計年度 

（平成28年12月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成29年３月31日） 

受取手形 148百万円 ― 

支払手形 120 〃 ― 

設備関係支払手形 4 〃 ― 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおり

であります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年１月１日 
 至 平成28年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年１月１日 
 至 平成29年３月31日） 

減価償却費 579百万円 332百万円 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日） 

  １．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 554 5.00 平成27年12月31日 平成28年３月30日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日） 

  １．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 554 5.00 平成28年12月31日 平成29年３月30日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 
 

炭素製品 
関連 

炭化けい素
製品関連 

その他 計 

売上高            

外部顧客への売上高 5,079 291 214 5,586 － 5,586 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
10 - 91 101 △101 － 

計 5,089 291 306 5,687 △101 5,586 

セグメント利益又はセグメント

損失（△） 
73 △4 34 104 56 160 

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計額は四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失（△）

と同額であります。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 
 

炭素製品 
関連 

炭化けい素
製品関連 

その他 計 

売上高            

外部顧客への売上高 5,279 217 229 5,727 - 5,727 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
0 - 124 125 △125 - 

計 5,280 217 353 5,852 △125 5,727 

セグメント利益又はセグメント

損失（△） 
△164 △7 53 △118 56 △61 

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計額は四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失（△）

と同額であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年１月１日 
至 平成28年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年１月１日 
至 平成29年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△） 
1円44銭 △1円01銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社

株主に帰属する四半期純損失金額（△）（百万円） 
159 △112 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円） 

159 △112 

普通株式の期中平均株式数（千株） 110,908 110,904 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。 

 

- 14 -

2017/05/09 19:35:34／16259034_日本カーボン株式会社_第１四半期報告書



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成29年５月８日
 
日本カーボン株式会社 
 
  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 飯  野  健  一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山  本  哲  生  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本カーボン

株式会社の平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２９年

１月１日から平成２９年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２９年１月１日から平成２９年３月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本カーボン株式会社及び連結子会社の平成２９年３月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成29年5月10日 

【会社名】 日本カーボン株式会社 

【英訳名】 Nippon Carbon Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  宮下 尚史 

【最高財務責任者の役職氏名】 － 

【本店の所在の場所】 東京都中央区京橋二丁目14番１号 

【縦覧に供する場所】 日本カーボン株式会社大阪支店 

（大阪市北区西天満４丁目11番22号（阪神神明ビル内）） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長宮下尚史は、当社の第159期第１四半期（自 平成29年１月１日 至 平成29

年３月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

 

２【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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